
（平成２２年５月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 13 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 22 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 12 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 2383 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年 11 月及び同年 12 月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成５年 11 月及び同年 12 月 

    私が最初に勤務した会社は厚生年金保険に加入していなかったので、

給料日に国民年金保険料として別に準備しておき、保険料を集金に来て

いた市役所の職員に納付した。私が不在のときは母が立て替えて職員に

納付してくれていたのに、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は２か月と短期間であり、前後の期間は納付済みとなっている

上、申立人が納付したと申述する国民年金保険料額は申立期間の法定保険

料額と一致している。 

   また、申立人は申立期間の保険料について、市役所から集金に来ていた

職員に納付したと主張しているところ、申立人が居住していた市では、年

金相談員の名称で年金相談等のため戸別訪問し、居住者から保険料集金の

依頼があれば非常勤職員が集金を行っていたことが確認でき、申立人は、

集金日には申立人自身かその母のどちらかがいつも在宅していたと述べて

いることから、申立期間の保険料を集金により納付していたと考えるのが

自然である。 

   さらに、申立人の保険料を立て替えて納付していたとする申立人の母は、

申立期間を含めて保険料をすべて納付しており国民年金に対する納付意識

の高さがうかがえる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2384 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年９月の国民年金保険料については、

付加保険料を含めて納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 45 年３月まで 

             ② 昭和 45 年 12 月から 47 年６月まで 

             ③ 昭和 58 年９月(付加保険料込み) 

    昭和 36 年から 37 年ごろ、次男のクラスメートの母と年金の話になっ

たときにその母の夫から「年を取ったとき、たとえ少なくとも国の年金

を掛けておくことは、子供たちから小遣いをもらうよりいいと思うから

入っておくと良い。」と言われ、その母と共に国民年金に加入することに

した。その後、きちんと納付していたのに申立期間について未納とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間③については、申立人が昭和 47 年７月に国民年金に任意加入し

た後、60 歳になるまでの間の未納期間は申立期間の１か月のみであり、そ

の前後の期間は納付済みであることに加え、当時居住していたＡ市では国

民年金保険料は３か月ごとに納付する方法であったことから、１か月だけ

が未納となっていることは不自然であり、申立期間について付加保険料を

含めて納付したものと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間①及び②については、申立人は国民年金の加入手続を昭

和 36 年から 37 年ごろに申立人の知人と年金の話をした後に行ったと主張

するところ、36 年 12 月から１年間においてＢ区役所に払い出された国民

年金手帳記号番号の縦覧調査の結果、申立人の氏名は確認できない上、国

民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に

別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 



   また、申立人と年金の話をしたとする知人は既に亡くなっており、証言

を得ることはできない上、申立期間の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険

料を納付していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年９月の国民年金保険料を付加保険料を含めて納付していたもの

と認められる。



千葉国民年金 事案 2385 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年７月から 49 年 12 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月から 49 年 12 月まで 

    私は、婚姻後、Ａ区に在住しＢ郵便局等で夫と二人分の国民年金保険

料を納付していたので、昭和 42 年４月から 49 年 12 月までの期間が未納

となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 48 年７月にＡ区内で転居しており、申立人が一緒に国民

年金保険料を納付したとする申立人の夫は同年７月から納付済みであり、

50 年１月以降は夫婦共に保険料を納付していることから、申立人の 48 年

７月から 49 年 12 月までの保険料は納付されたと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間のうち昭和 42 年４月から 48 年６月までの期間について

は、申立人は年金手帳を２冊所持しているところ、１冊はＣ県で発行され

た国民年金手帳で旧姓で資格を取得し、42 年１月 27 日の同県Ｄ郡Ｅ町で

の検認記録以降に氏名、住所変更等の記載は無く、もう１冊はＡ区で発行

された年金手帳で、婚姻後の 48 年７月に転居した住所が記載されているこ

とから、申立期間のうち 42 年４月から 48 年６月までの期間は、同区にお

いて申立期間の保険料を納付する前提となる国民年金の氏名及び住所変更

手続が行われたことをうかがわせる事情は見当たらない上、オンラインシ

ステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによ

る縦覧調査の結果、申立人の氏名は無く、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう



かがわせる事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 48年７月から 49年 12月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。



千葉国民年金 事案 2386 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和47年１月から48年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年１月から 48 年３月まで 

    私は昭和 46 年６月に婚姻し、夫の国民年金保険料は、私がＡ信用金庫

Ｂ支店（当時）で納付しており、私も 47 年１月に退職後国民年金に加入

し、その後、夫婦二人分の保険料は私が一緒に納めてきた。申立期間に

ついて夫の保険料は納付済みとなっていて、私の分だけ未納となってい

ることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する国民年金手帳には、昭和 48 年３月 29 日発行の記載が

あることから、申立期間は、国民年金保険料を現年度及び過年度納付する

ことが可能な期間であり、国民年金加入当初から保険料が未納となってい

るのは不自然である上、申立期間は 15 か月と比較的短期間である。 

   また、申立人は夫婦二人分の保険料を一緒に納付したと主張するところ、

申立人及びその夫の国民年金手帳に貼付
て ん ぷ

された領収印の日付から、申立期

間後の昭和 48 年７月 27 日から 52 年２月 26 日まで夫婦同一日に納付して

いることが確認できる上、申立期間に係る申立人の夫の保険料は納付済み

となっていることから、申立人についても納付していたものと考えるのが

自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2387 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年 12月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年 12 月から 50 年３月まで 

    私が 20 歳になった昭和 49 年＊月ごろに、母がＡ市役所（現在は、Ｂ

市役所）の窓口で国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険

料は母が納付していたはずであり、未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間及び３か月の未加入期間を除き国民年金保険料をす

べて納付している上、当時、申立人の保険料を納付していた申立人の母は、

国民年金制度が発足した昭和 36 年４月から、申立期間を含めて 60 歳にな

るまでの国民年金加入期間の保険料をすべて納付しており、納付意識の高

さがうかがえる。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の任意加入被保険者

の資格取得日から、申立人が 20 歳になった昭和 49 年＊月ごろに払い出さ

れたと推認でき、国民年金の加入手続を行いながら、その当初の４か月を

未納とするのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2388 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和47年４月から48年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年４月から 48 年３月まで 

    私の父は、昭和 49 年６月ごろに第２回特例納付により、私が 20 歳に

なった 43 年＊月からの未納分の国民年金保険料をすべて納付してくれ

たはずであり、その父も 87 歳と高齢のため、過去にさかのぼって納付し

たことは記憶していないが、申立期間の１年分のみ納付しないのは不自

然であるので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の任意加入者の資格取得時

期から昭和 49 年４月ごろに払い出されていることが推認でき、申立人の特

殊台帳により、同年６月 28 日に、申立期間前の 43 年 11 月から 47 年３月

までの期間（41 か月）の国民年金保険料を第２回特例納付により納付して

いることが確認できる。 

   また、申立人は、申立期間を除き未納は無く、長期間にわたって前納制

度を利用している上、申立期間に係る保険料を納付していた申立人の父は、

国民年金制度が発足した昭和 36 年４月から 60 歳になるまでの保険料を完

納しており、申立人の家族の納付意識の高さがうかがえる。 

   さらに、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 49 年４月の時点で、

申立期間は過年度納付が可能な期間であり、申立人の父が申立人の 20 歳時

にさかのぼって保険料を特例納付しながら、12 か月と短期間である申立期

間の保険料を納付しなかったと考えるのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2389 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年６月から同年７月までの期間及び 48 年３月の国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年６月から同年７月まで 

             ② 昭和 48 年３月 

    私は、昭和 36 年１月に厚生年金保険に加入したが、48 年３月に資格

を喪失したので、年金の加入を続けるため、同年４月に国民年金に加入

し、同年４月から同年６月までの国民年金保険料をＡ区Ｂ事務所で納付

した。 

    その時の受付職員から、過去に３か月間（昭和 45 年６月から同年８月）、

未納があるが、今、過去の未納期間の保険料を納付するキャンペーンを

しているとの話があったので、既にＣ共済組合に加入していた 49 年 12

月に特例納付をして、その領収証書があるのに、45 年６月及び７月が未

加入、48 年３月分が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人が国民年金保険料を納付したとする時

期は、第２回特例納付期間であり、申立人が所持する国民年金印紙売捌

代金領収証書の保険料納付期間は、Ｃ共済組合に加入していた昭和 49

年１月から同年３月までの期間であり申立期間①と異なるが、納付した

保険料は第２回特例納付保険料と同額であることが確認でき、30 年を超

えた現時点でも保険料の還付は行われていない。 

    また、申立人は、昭和 48 年７月にＣ共済組合に加入していることを踏

まえると、49 年 12 月に保険料を納付することは考えにくく、申立期間

①は第２回特例納付として保険料を納めたと考えるのが自然である。 

 



  ２ 申立期間②については、申立人は、国民年金手帳発行日の昭和 48 年４

月 18 日に国民年金に加入していることが確認でき、この時点で申立期間

②に係る保険料は現年度納付が可能である。 

    また、申立期間②は１か月と短期間であり、保険料を納めたものと考

えるのが自然である。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 2390 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人の平成元年４月から同年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月から同年 11 月まで 

    平成元年４月ごろに私の母が国民年金の加入手続をしてくれて、その

後、国民年金保険料の納付書が届いた。 

    私は、申立期間中はアルバイトをしていたが、保険料を納付する資金

がなく、母が保険料を立て替えて納付していたはずであり、申立期間が

未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入被保険者が、平成元年

５月に加入手続を行っていることから、申立人も同時期に国民年金の加入

手続を行ったと推認できる。 

また、申立期間は現年度納付が可能であり、申立期間は８か月と短期間

であることから、加入後の同年 12 月に厚生年金保険に切り替えるまで未納

となっていることは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 1857 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 24 年２月１日）及び資格取得日

（26 年５月１日）に係る記録を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 24

年２月から同年４月までは 5,400 円、同年５月から同年９月までは 6,000

円、同年 10 月から 25 年９月までは 7,000 円、同年 10 月から 26 年４月ま

では 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年２月１日から 26 年５月１日まで 

    私は、昭和 21 年７月から 60 年３月までＡ社に継続して勤務し、申立

期間においては、Ｂ支店管轄の事務所にいたが、厚生年金保険の加入記

録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社Ｃ本社から提出された「在籍証明書」、雇用保険の加入記録及び元

同僚の証言により、申立人は、申立期間を含めて、同社に継続して勤務し

ていたことが認められる。 

   また、同社Ｃ本社は、申立人が申立期間に同社Ｂ支店管轄の事務所に在

籍していたことを認めている上、申立人が同社人事部門から退職記念に受

け取ったとする人事記録の写しにより、申立人は、申立期間当時同社Ｂ支

店に在籍し、同支店管轄の事務所勤務を命じられていることが確認できる。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和



                      

  

24 年１月及び 26 年５月の社会保険事務所（当時）の記録により、24 年２

月から同年４月までは 5,400 円、同年５月から同年９月までは 6,000 円、

同年 10 月から 25 年９月までは 7,000 円、同年 10 月から 26 年４月までは

8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は申立人に係る関係資料を保管しておらず、保

険料を納付していたか不明としているが、事業主から申立人に係る被保険

者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事

務所がこれを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所

の記録どおりに資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る昭和 24 年２月から 26 年４月までの保険料に

ついて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付

した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1858 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格取得日は昭和 26 年１月 10 日、資格喪失日は

29 年１月５日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保

険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要であ

る。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 26 年１月から同年７

月までは 3,500 円、同年８月から 27 年７月までは 4,500 円、同年８月か

ら 28 年８月までは 5,000 円、同年９月から同年 12 月までは 7,000 円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年１月 10 日から 29 年１月５日まで 

    私は、昭和 26 年１月からＡ社に勤務していたが、そのときの厚生年

金保険の加入記録が無いことは納得できない。調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の旧姓

（Ｂ）と同一姓同音名（「Ｃ」生年月日は昭和９年＊月＊日）の被保険者

の記録が確認できるとともに、当該被保険者の資格取得日は 26 年１月 10

日、資格喪失日は 29 年１月５日と記載されている。 

   また、申立人は、生年月日について、「本当の生年月日は、昭和９年＊

月＊日であるが、火事でＤ県Ｅ町（現在は、Ｆ市）の庁舎が焼けて、戸籍

が消滅し、再度作成するときに親戚が 10 年＊月＊日で届出したため、現

在の生年月日になっている。」と述べているところ、戸籍には、「昭和＊

年＊月＊日火災のため滅失につき、昭和＊年＊月＊日再製」と記載されて

いる。 

   さらに、Ｇ中学校の昭和 24 年度卒業生台帳には、Ｂの記載は無く、

「氏名：Ｃ、生年月日：昭和９年＊月＊日」との記載があるところ、複数

のＧ中学校の同級生は、「同学年に、同姓同名はいなかった。」と供述し



                      

  

ていることから、当該記載は、申立人のものであると認められる。 

   加えて、上記厚生年金保険の記録は、現在も基礎年金番号に統合されて

いないこと等から、申立人に係る記録と認められる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 26 年１月 10 日

に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、29 年１月５日に資格を喪失し

た旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、当該未統合の記録から、昭

和 26 年１月から同年７月までは 3,500 円、同年８月から 27 年７月までは

4,500 円、同年８月から 28 年８月までは 5,000 円、同年９月から同年 12

月までは 7,000 円とすることが妥当である。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1859 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店

における資格喪失日に係る記録及びＡ社Ｄ本社における資格取得日に係る

記録を昭和 28 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000 円

とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年２月 28 日から同年４月１日まで 

    私の夫は、昭和 24 年にＡ社に入社し、56 年 12 月に退職するまで継

続して勤務していたので、厚生年金保険に空白期間があることは納得で

きない。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が申立人の妻に交付した在籍証明書及び人事台帳から判断すると、

申立人はＡ社に継続して勤務し（同社Ｃ支店から同社Ｄ本社に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   なお、異動日については、Ｂ社から提出された人事台帳により、昭和

28 年３月に「本社Ｅ部Ｆ課」の記載及び同年３月１日に給与改定の記載

があることを考え合わせると、同年３月１日に同社Ｄ本社に転勤となって

昇給したと考えるのが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 28 年１月及び同年４

月の申立人のＡ社に係る社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円と

することが妥当である。 



                      

  

   なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主の履行について

は、事業主は、当時の資料が無く不明としており、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得及び喪失に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1860 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格取得日は昭和 41 年８月８日、資格喪失日は

42 年１月 16 日であると認められることから、申立期間に係る船員保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額は、３万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年８月８日から 42 年１月 16 日まで 

    私は、申立期間において、Ｂ社からその系列会社のＡ社へ出向し、Ａ

社が所有するＣ丸に乗船したが、その期間の船員保険の加入記録が無い。

Ｃ丸に乗船したことを示す船員手帳を提出するので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、｢Ａ社が所有するＣ丸に乗船した。｣と主張しているところ、

Ａ社の船員保険被保険者名簿において、生年月日が昭和 13 年＊月＊日と

申立人とは異なっているが、申立人と同姓同名の被保険者の 41 年８月８

日資格取得、42 年１月 16 日資格喪失という記録が確認でき、申立人が所

持する船員手帳に記載されたＣ丸における雇入年月日（41 年８月９日）、

及び雇止年月日（42 年１月 15 日）とおおむね一致している。 

   また、当該事業所から提出された「被保険者番号台帳」において、申立

人の生年月日が昭和 13 年＊月＊日と記載されていることから、当該事業

所は、申立人の資格取得の届出に際し、申立人の生年月日を誤って届け出

たと推認できる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人と同姓同名で生年月日の異なる被

保険者名簿の記録は、申立人に係る記録であると認められ、事業主は、申

立人が昭和 41 年８月８日に船員保険の被保険者資格を取得し、42 年１月

16 日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったこと

が認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の当該被保険者名簿

の記録により、３万 6,000 円とすることが妥当である。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1861 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 43 年６月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月 21 日から同年６月 21 日まで 

    私は、昭和 43 年４月２日から 51 年 10 月 1 日までＡ社に継続して勤

務したにもかかわらず、43 年５月に資格期間の空白があることは納得

できないので、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主の回答及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人がＡ社に

継続して勤務し（同社（Ｂ（地名））から同社本社（Ｃ区）に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

   なお、異動日については、申立人は、｢昭和 43 年４月に入社し、２、３

週間の研修の後にＢ（地名）の工場に配属になり、その１か月後に本社に

転勤した。｣と供述しているところ、オンライン記録により、申立人のＡ

社本社（Ｃ区）に係る資格取得日とおおむね時期が一致することから、同

年６月 21 日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社（Ｂ（地

名））における昭和 43 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から２万

8,000 円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の納付義務の履行については、事業主は不明

としているものの、事業主が保管する健康保険厚生年金保険被保険者名簿



                      

  

に昭和 43 年５月 21 日に資格喪失した記載があり、同じく事業主が保管す

る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書

に同年６月 21 日資格取得と記載されていることから、事業主が社会保険

事務所の記録どおりの資格喪失及び取得の届出を行っており、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



  

千葉国民年金 事案 2391 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年２月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 44 年２月から 48 年３月まで 

    私は、20 歳になった昭和 44 年＊月ごろ、Ａ町役場（現在は、Ｂ市役

所Ｃ支所）で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は地域の自治

会の役員が集金で収納していた。また、46 年６月に結婚後、妻が国民

年金に加入してからは、妻が二人分の保険料を一緒に納付していたのに

未納となっている期間があることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する国民年金手帳の発行年月日から、国民年金手帳記号番

号は昭和 48 年 12 月に払い出されていることが確認でき、申立期間のうち

46 年９月以前の国民年金保険料は時効により納付することはできない上、

国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人

に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

   また、申立人の妻の被保険者台帳から、その妻は、昭和 50 年４月ごろ

に国民年金に加入し、同年５月及び７月に昭和 48 年度と 49 年度の保険料

を過年度で納付し、50 年 12 月に第２回目の特例納付で 47 年３月から 48

年３月までの保険料を納付していたことが確認できるところ、申立人は、

申立期間の保険料を特例納付したとは述べておらず、申立人の妻が国民年

金に加入してからは、その妻が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していた

との主張には不自然さが見られる。 

   さらに、申立期間は 50 か月と長期間である上、申立期間の過半は時効

により納付できないことからも申立人が申立期間の保険料を現年度納付し

ていたとは考え難い。 



  

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



  

千葉国民年金 事案 2392 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年９月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年９月から 49 年３月まで 

    私は、祖母が私に「おまえも 20 歳になるので国民年金に入るか

ら。」と言ったことを覚えている。自宅に市の集金人が来て、祖母が私

の国民年金保険料を納付した。祖母が亡くなってからは母が、母と私の

保険料を納付した。祖母と母の国民年金の納付記録はすべて納付済みと

なっている。申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関与しておら

ず、関与したとする申立人の祖母及び母は既に亡くなっていることから加

入手続及び保険料納付の詳細は不明である上、市保管の国民年金手帳記号

番号払出簿から申立人が 20 歳到達となる昭和 46 年＊月から 47 年９月ま

での期間について縦覧調査の結果、申立人の氏名は見当たらない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出しは、市保管の国民年金手

帳記号番号払出簿から昭和 50 年３月であることが確認でき、手帳記号番

号払出しの時点で 47 年 12 月以前の保険料は時効により納付できず、48

年１月から 49 年３月の保険料は過年度保険料であるため、現年度保険料

のみを取扱う市の集金人が集金することはできない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことを示す周辺事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



  

千葉国民年金 事案 2393 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年４月から７年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることができない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年４月から７年６月まで 

    私は、短期大学卒業後、Ａ事業所の派遣職員（Ｂ（職種））として働

き始めた。申立期間当時、国民年金への加入及び国民年金保険料の納付

方法等について全く理解していなかったのだが、Ｃ市役所から電話で呼

出しを受け、私が市役所の窓口へ出向いて加入手続を行い、その場で保

険料を現金で納付したので、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳には、国民年金手帳記号番号、国民年金の被

保険者資格取得年月日等が記載されていない上、オンライン記録に申立人

の国民年金加入記録が無いことと一致していることから、申立期間は国民

年金に未加入の期間であり、国民年金保険料を納付することができない。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立期間の保険料を納付する前

提となる別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

   さらに、保険料の納付時期、納付方法、納付金額等についての申立人の

記憶が明確ではなく、保険料の納付状況が不明である上、申立期間の保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 2394 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年 11 月から 48 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 11 月から 48 年 12 月まで 

    私は国民年金の加入について親に厳しく言われ、20 歳になるのを待

って、昭和 43 年＊月ごろＡ区役所のＢ出張所で国民年金に加入し、国

民年金保険料は町内会の役員が各戸に集金に回ったときに納付していた

ように記憶している。同年 11 月から 48 年 12 月までの保険料は納付し

たはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 48 年 11 月 15 日にＡ区に払い

出された番号の一つであり、同時点で申立期間のうち 46 年９月以前の期

間は時効により国民年金保険料を納付できない期間である上、オンライン

システムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムに

よる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人及びその母は、「申立期間当時、町内会の役員が保険料の

集金に来ていた。」と述べているところ、Ａ区役所では、「納税組合や町

内会の役員に国民年金保険料の集金の委託は行っていない。」と回答して

おり、申立期間当時の保険料の納付方法とは相違している。 

   さらに、申立期間は 62 か月と長期間であり、申立期間の保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 2395 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年５月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年５月から同年９月まで 

    平成７年５月から同年９月までの国民年金保険料は、母が納付したは

ずであり、納付済みになっていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」欄には、被保険

者となった日が平成４年＊月＊日、被保険者でなくなった日が５年３月

25 日、再加入で被保険者となった日が 11 年７月 20 日と記載されており、

オンライン記録の申立人の被保険者資格の取得及び喪失の記録と一致して

いることから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、国民

年金保険料は納付することができない期間である上、申立期間の保険料を

納付する前提となる別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

   また、申立人自身は保険料の納付に関与しておらず、申立期間の保険料

納付を行ったとする申立人の母の記憶も明確でなく、申立期間当時の保険

料の納付状況等が不明である。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 2396 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年１月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年１月から同年 12 月まで 

    私は申立期間当時、大学に通っており、母が国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付していたはずである。未納とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金記号番号の前後の任意加入者の加入時期から、申立人

は、平成６年 12 月ごろ国民年金の加入手続を行ったと推認でき、申立人

が所持する年金手帳から４年１月１日にさかのぼって被保険者資格を強制

で取得したことが確認できる上、オンラインシステムによる氏名検索及び

国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立期

間の国民年金保険料を納付する前提となる別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情は見当たらず、申立人が加入手続を行った６年

12 月の時点で、申立期間のうち４年 10 月以前は時効により保険料を納付

することはできない。 

   また、申立人自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

いない上、申立期間の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の

母の記憶も明確でなく、申立期間当時の国民年金の加入状況、保険料の納

付状況等が不明である。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 2397 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から５年２月までの国民年金保険料については免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から５年２月まで 

    私は、申立期間当時、Ａ大学の学生であったので、平成３年４月ごろ

学生期間の国民年金保険料の免除を受けるため、Ｂ市役所で国民年金の

加入手続と保険料の免除申請を行った。その後、年金手帳が送られてこ

ないので、年金受給時に送られてくると思っていた。申立期間が保険料

免除期間とされていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成３年４月ごろ国民年金の加入手続と国民年金保険料の免

除申請を行ったが、年金手帳は送られてこなかったと主張しているところ、

Ｂ市では申立期間当時、国民年金の加入手続をした場合、即日手帳を交付

していたとしていることから、申立人の主張との相違が見られる上、オン

ラインシステムによる氏名検索でも申立人に国民年金手帳記号番号が払い

出されていたことは確認できず、申立人の主張を裏付ける事情はうかがえ

ない。 

   また、保険料の免除が承認されるのは、申請を行った前月からその年度

内までとなっていることから、通常、保険料の免除申請は毎年行う必要が

あるが、申立人は、手続を行ったのは平成３年４月ごろの１回のみと述べ

ている。 

   さらに、申立期間の保険料を免除されていたことを示す関連資料は無く、

ほかに申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと

認めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 2398 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年４月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年４月から 63 年３月まで 

    私は、国民年金保険料はいつも夫婦二人分を一緒に金融機関で納付し

ていたのに、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る夫婦二人分の国民年金保険料を金融機関で納

付していたと主張しているところ、申立期間のうち昭和 58 年４月から 59

年３月までの期間を除いては申立人の夫も未納であり、その夫は 63 年４

月以降も平成２年８月まで未納である。 

   また、申立人の昭和 63 年７月から同年９月までの期間及び同年 10 月か

ら平成元年３月までの期間の保険料は、オンライン記録により、夫が死亡

した後の２年 10 月及び同年 12 月に納付されていることが確認でき、申立

人のいつも二人分を納付していたとの主張と齟齬
そ ご

が見受けられる。 

   さらに、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 2399 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57 年 12 月から 62 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年 12 月から 62 年３月まで 

    私は、成人になった時に国民年金の加入手続をＡ市役所で行い、国民

年金保険料を銀行口座振替で納付した。申立期間の保険料 52 か月分が

未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 57 年＊月に、国民年金の加入手続を行っ

たと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は 62 年１月に

社会保険事務所（当時）からＡ市に払い出された番号の一つであり、申立

人の手帳記号番号の前後の第３号被保険者の加入手続日から同年４月に国

民年金の加入手続を行ったものと推認でき、この時点で、申立期間のうち

59 年 12 月以前の国民年金保険料は時効により納付することはできない。 

   また、申立人は 20 歳になった昭和 57 年＊月にさかのぼって国民年金の

被保険者資格を強制で取得していることが確認できる上、申立期間と同期

間が未納となっている双子の姉の手帳記号番号が連番で払い出されている。 

   さらに、申立人は、「加入当初から保険料はその都度納付し、過年度納

付をしたことはない。」と述べているが、オンライン記録によると、「納

付書作成 昭和 62.９.８」の過年度納付書作成の記録が確認でき、申立

内容には齟齬
そ ご

がみられる上、オンラインシステムによる氏名検索及び国民

年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別

の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない。 



  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



  

千葉国民年金 事案 2400 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年３月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月から 53 年３月まで 

    私は、結婚後の昭和 45 年ごろに父の勧めで国民年金に加入し、最初

に過去５年分の国民年金保険料として、まとめて 30 万円前後を現金で

Ａ市役所に納付し、その後も現金で保険料を納付していた記憶があるた

め、13 年間全くの未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の任意加入者の加入時期及び国民

年金手帳記号番号払出簿から、申立人が国民年金の加入手続をとったのは、

昭和 55 年５月ごろと推認でき、この時点で申立期間の国民年金保険料は、

特例納付制度を利用するほかは時効により納付することができない。 

   また、申立人が初めて国民年金に加入した昭和 55 年５月ごろの時点で、

申立人は既に満 35 歳を超えており、60 歳までに国民年金の受給資格要件

である納付月数 300 か月を満たすためには、過年度納付又は特例納付をす

る必要があり、特殊台帳により、昭和 55 年度に昭和 53 年４月から 55 年

３月までの保険料を過年度納付していることが確認できることから、申立

人は受給資格を満たすために過年度納付を選択したものと考えられる。 

   さらに、申立人は過去５年分の保険料として、まとめて 30 万円前後の

保険料を納付したと主張するところ、申立人が主張する金額と実際に申立

期間の保険料を特例納付する際に必要となる金額は大きく異なる。 

   加えて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立期間の国民

年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）



  

は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを示す周辺事情も見

当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 1862 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年６月１日から６年４月１日まで 

    Ａ（機関）Ｂ支局に平成３年６月１日付けで再雇用され、Ｃ（職種）

として６年４月１日まで勤務した。当該期間を厚生年金被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した人事異動通知書の写しにより、申立人がＣ（職種）と

して申立期間においてＡ（機関）Ｂ支局に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、Ａ（機関）は、オンライン記録により、昭和 35 年４月１日に

厚生年金保険の適用事業所となったが、61 年９月 30 日に適用事業所でな

くなっており、再度適用事業所となったのは平成 14 年１月４日であるこ

とから、申立期間は適用事業所ではない。 

   また、Ａ（機関）は、｢申立期間当時の関係資料は既に廃棄した。｣と回

答していることから、申立期間当時の申立人の勤務実態及び当時の状況に

ついて確認できない。 

   さらに、申立人は、｢申立期間当時、私と同じ条件で再雇用された同僚

はいなかった。｣と供述していることから、申立人の厚生年金保険の加入

状況について具体的な証言を得ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1863 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年６月１日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 42 年９月１日から 43 年２月１日まで 

    私は、申立期間①については、地元（Ａ県）の県議会議員の紹介によ

り、昭和 42 年６月１日に、Ｂ大学Ｃ学校（現在は、Ｂ大学Ｄ学校）に

Ｅ（職種）として採用され、同年８月まで勤務した。申立期間②につい

ては、勤務していたＢ大学Ｃ学校から、同年９月１日に、Ｆ事業所（現

在は、Ｇ（事業所））に転勤となり、Ｈ（職種）として採用され、43

年１月末まで勤務した。いずれの申立期間においても、勤務していたこ

とは間違いないので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「Ｂ大学Ｃ学校にＥ（職種）として

正職員の身分で勤務していた。」と主張しているが、同大学は「Ｃ学校

は本学の一部門であり、申立人を本学の正職員として採用した記録が無

く、申立期間当時、申立人が主張するＥ（職種）の雇用条件等は関係資

料が無く不明である。」と回答している。 

    また、申立人が氏名を挙げた元同僚は所在が不明であり、申立期間当

時の申立人の勤務実態及び当時の状況について確認することができない。 

    さらに、Ｂ大学は、Ｉ共済の適用事業所であり、Ｊ（機関）では、Ｋ

（法律名）と厚生年金保険法の適用関係について、Ｋ（法律名）により

特定の学校はＩ共済の適用を原則とすると説明しているところ、厚生年

金保険法に基づき、Ｉ共済が適用されると厚生年金保険法の被保険者と

ならないこと、申立人にはＩ共済の加入記録が無いこと及び申立人がＥ

（職種）であったと主張していることを考え合わせると、正職員として



                      

  

取扱いを受けていなかったと考えられる。 

 

  ２ 申立期間②については、元同僚の証言により、申立人がＦ事業所に勤

務していたことは推認できる。 

    しかし、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所になったのは昭和

43 年５月 14 日であることから、申立期間②は、当該事業所が適用事業

所になる前の期間である。 

    また、当該事業所では、申立期間当時の在職者に確認したこととして、

「当時は法人設立時期で、社会保険等の労務関係は不十分であった。」

と供述している上、当時の関係資料は所在不明であることから、申立期

間当時の状況を調査することができない。 

    さらに、元同僚の当該事業所における厚生年金保険加入記録は昭和

43 年８月１日資格取得となっており、当該事業所が適用事業所になっ

た約３か月後の加入となっている。 

    このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1864 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年６月１日から 33 年５月１日まで 

             ② 昭和 33 年５月１日から 35 年７月１日まで 

    私は、中学校を卒業した後、Ａ（職種）として事業所を転々とした後、

昭和 32 年６月にＢ区にあったＣ社に就職した。その後、33 年５月に、

Ｂ区又はＤ区にあったＥ社に開店と同時に就職した。Ｅ社の本社は、Ｆ

事業所又はＧ事業所だった。厚生年金保険料は控除されていたので、厚

生年金保険の加入記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、｢Ｂ区ＨにあったＣ社に勤務してい

た。｣と主張しているが、オンライン記録により、Ｃ社という名称の厚

生年金保険の適用事業所は確認することができない（申立期間当時、Ｉ

（業種）は適用業種ではない。）上、当該事業所の所在地を管轄する法

務局は、「Ｃ社」での商業登記は無いと回答している。 

    また、Ｊ組合の事務局は、｢Ｂ区Ｈに同組合の支部は無く、Ｃ社につ

いて確認できない。｣と回答している。 

    さらに、申立人は、元同僚の氏名を覚えておらず、申立人の勤務実態

及び当時の状況について具体的な証言を得ることはできない。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、｢Ｂ区Ｋ又はＬ区ＭにあったＥ社に

勤務した。｣と主張しているが、オンライン記録により、Ｅ社という名

称の厚生年金保険の適用事業所は確認することができない（申立期間当



                      

  

時、Ｉ（業種）は適用業種ではない。）上、当該事業所の所在地を管轄

する法務局は、「Ｅ社」での商業登記は無いと回答している。 

    また、申立人は、｢当該事業所の本社は、Ｆ事業所又はＧ事業所であ

った。｣と主張しているが、オンライン記録により、いずれの事業所も

厚生年金保険の適用事業所としての確認ができない上、当該事業所の所

在地を管轄する法務局は、「Ｆ事業所」又は「Ｇ事業所」での商業登記

は無いと回答している。 

    さらに、申立人が氏名を挙げた元同僚３名のうち、１名はオンライン

記録において、申立期間に厚生年金保険の加入記録が無く、ほかの２名

はいずれも所在が不明であり、申立人の勤務実態及び当時の状況を確認

することができない。 

    このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1865 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年 10 月１日から 56 年４月１日まで 

    私は、Ａ省Ｂ局（現在は、Ｃ省Ｄ局）で非常勤職員として働いていた

とき、Ｅ庁（現在は、Ｃ省）への勤務を紹介され、申立期間において、

Ｅ庁Ｆ局（現在は、Ｃ省Ｇ局）で非常勤職員としてＨ（職種）の仕事を

していた。当時、一緒にＥ庁に移った友人は、厚生年金保険に加入して

いると聞いているので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ省人事担当課から提出された発令の決裁書類（昭和 55 年９月 25 日に

起案）の写しにより、申立人は、55 年 10 月１日から 56 年３月 28 日まで

の雇用予定で、Ｅ庁Ｆ局Ｉ課に短期の非常勤職員として採用されたことが

確認できる。 

   しかし、当該事業所は、「申立期間当時の非常勤職員の採用について、

長期と短期に分けた採用を行っていた。」と回答しているところ、当該事

業所から提出された「Ｊ（資料）」において、短期の賃金職員については、

社会保険（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険）に加入させない旨が明

記されていることが確認できる上、申立人と同時に採用された短期の非常

勤職員についても雇用期間中の厚生年金保険の記録は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1866 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月１日から 40 年３月１日まで 

    私は、Ａ社に在職中、Ｂ社の面接を受け、すぐに来てほしいと言われ

て昭和 38 年３月１日にＣ（職種）として入社したが、同社での厚生年

金保険の資格取得日が 40 年３月１日になっていることは納得できない

ので調査願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＤ（資格証）及び雇用保険の加入記録により、申

立人が申立期間において、Ｂ社に勤務していたことは認められる。 

   しかし、当該事業所の当時の社会保険事務担当者は、｢雇用保険と（健

保組合の）健康保険には速やかに加入させたものの、厚生年金保険への加

入には、従業員が消極的だったことと、出入り（入社、退職）が激しかっ

たことから、入社してすぐには加入させていなかった。加入時期は決まっ

ておらず、各部署の責任者から連絡がある都度、該当者について加入手続

をしていた。｣と供述しているところ、当該事業所において申立人の資格

取得日と同日の昭和 40 年３月１日に資格取得している複数の元同僚は、

勤務開始時期について、厚生年金保険の被保険者資格を取得した３か月か

ら 18 か月前であった旨供述していることから、申立期間当時、当該事業

所では、勤務開始から一定期間経過後に厚生年金保険に加入させていたこ

とがうかがえる。 

   また、申立人が所持する厚生年金保険被保険者証において、昭和 40 年

３月１日に初めて資格を取得していることが確認でき、オンライン記録に

よる申立人の当該事業所における厚生年金保険の資格取得日と一致する。 

   さらに、当該事業所は、｢当時の資料は残っておらず、当時の状況につ



                      

  

いて不明である。｣と回答している上、ほかに申立人の申立期間に係る厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1867 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年９月から 10 年１月まで 

    私は、平成８年９月から 10 年１月までの期間、Ａ社でアルバイトと

してＢ（職種）の業務に従事したが、その期間の厚生年金保険の加入記

録が無い。当時、給与明細書で厚生年金保険料の控除を確認していた覚

えがあり、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、｢申立人が平成８年 10 月 20 日から９年 11 月 28 日まで勤務し

ていた。｣と回答していることから、申立人が上記期間において当該事業

所に勤務していたことは確認できる。 

   しかしながら、当該事業所から提出された申立人に係る源泉徴収簿兼賃

金台帳の写しにより、申立人は、上記勤務期間において、給与から社会保

険料を控除されていないことが確認できる。 

   また、Ｂ健康保険組合は、申立期間における申立人の加入記録は無いと

回答している上、申立期間における申立人の当該事業所での雇用保険の加

入記録も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1868 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年後半ごろから 52 年ごろまで 

    私は、Ａ社に昭和 46 年後半ごろに入社し、52 年ごろに退職するまで、

継続して勤務し厚生年金保険料を控除されているので、申立期間につい

て被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び複数の元同僚の供述により、申立人が申立期間

においてＡ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、当該事業所が提出した昭和 46 年から 52 年までの社会保

険事務所（当時）の確認印のある健康保険厚生年金保険標準報酬決定通知

書に申立人の氏名は無く、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原

票には、申立期間において健康保険の整理番号に欠番は無く、申立人の被

保険者原票は無い。 

   また、当該事業所は、｢健康保険厚生年金保険標準報酬決定通知書に申

立人の氏名が無いことから、申立人は正社員ではなかったと思われるため、

厚生年金保険への加入はなかったのではないか。｣と回答している。 

   さらに、申立人が申立期間において、事業主により厚生年金保険料を給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1869 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年８月 23 日から同年 11 月１日まで 

    私は、勤務していたＡ社が、昭和 32 年８月 23 日に倒産した後も、事

業を継承したＢ社に継続して勤務してきたのに、32 年８月 23 日から同

年 11 月１日までの厚生年金保険の記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元同僚の証言により、申立人が申立期間にＢ社に勤務していたことは推

認できる。 

   しかしながら、Ｂ社は、昭和 32 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業

所となっていることから、申立期間は、当該事業所が厚生年金保険の適用

事業所になる前の期間である。 

   また、オンライン記録により、申立人と同様にＡ社からＢ社に移籍した

ことが確認できる元同僚６名を調査した結果、このうち５名はＢ社が適用

事業所となった昭和 32 年 11 月１日に資格を取得し、残る１名は同年 12

月１日に資格を取得していることが確認でき、申立期間において厚生年金

保険の被保険者となっている者はいない。 

   さらに、上記元同僚のうち、連絡の取れた１名は、「Ａ社が倒産した後、

Ｂ社に継続して勤務したが、移籍した直後は厚生年金保険に加入していな

かった。」と供述している上、Ａ社に勤務し、Ｂ社の立ち上げに関与した

別の元従業員は、｢会社設立当初２、３か月は、Ｂ社は厚生年金保険の適

用事業所ではなく、その後、昭和 32 年 11 月１日に適用事業所になったは

ずである。｣と供述している。 

   このほか、申立人が申立期間において、事業主により厚生年金保険料を

控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1870 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年４月１日から 56 年４月 12 日まで 

    私は、昭和 54 年４月１日から 56 年４月 11 日までＡ大学Ｂ部から派

遣されて、Ｃ事業所Ｄ（施設）に勤務をしていたが、Ｃ事業所からの回

答では、勤務実態はあるもののＥ共済組合員ではなかったと言われた。

厚生年金保険料を控除されていたはずなので申立期間を厚生年金の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ｃ事業所から提出された労働者名簿及び雇用保険の記録によ

り、昭和 54 年４月 1 日から 56 年４月 11 日まで、同事業所Ｄ（施設）に

Ｆ（職種）として勤務し、健康保険及び雇用保険に加入していたことは確

認できる。 

   しかし、当該事業所は、「申立人の厚生年金保険の資格取得に係る届出

及び厚生年金保険料の納付について確認できる資料は無いが、当時大学か

らの派遣者については、Ｆ（職種）の場合は１年更新で、雇用保険及び健

康保険には加入させていたが、厚生年金保険には加入させない取扱いをし

ていた。」と回答しているところ、労働者名簿の｢勤務条件其の他｣欄にお

いて、「健保、雇用保険加入」と明記されているが、年金加入の記載はな

い。 

   また、オンライン記録により、申立期間及びその前後の期間において、

申立人と同様に勤務していた複数の元同僚は、当該事業所における厚生年

金保険及びＥ共済組合への加入記録は確認できない。 

   さらに、Ａ大学Ｂ部Ｇ（施設）は、「大学から外部の事業所へ勤務する

際に、勤務先の事業所との間で年金加入に係る取決めはなかったと思



                      

  

う。」と回答している。 

   このほか、申立人が申立期間において、事業主により厚生年金保険料を

控除されていたことが確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1871 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年８月１日から 44 年６月１日まで 

    私は、昭和 41 年８月にＡ社Ｂ支店に入社し、その後、同支店Ｃ営業

所及びＤ営業所に勤務し、44 年５月まで働いた。この期間が厚生年金

保険の加入期間になっていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間におけるＡ社Ｂ支店、同支店Ｃ営業所及び同支店Ｄ

営業所の勤務実態について具体的に供述していることから、申立期間にお

いてＡ社Ｂ支店、同支店Ｃ営業所及び同支店Ｄ営業所に勤務していたこと

は推認できる。 

   しかし、Ａ社Ｅ支店（同社Ｂ支店は平成 10 年 10 月に適用事業所でなく

なっており、同社Ｅ支店が資料を引き継いでいる。）の担当者は、｢申立

期間当時、Ｃ営業所及びＤ営業所の従業員は、Ｂ支店において厚生年金保

険に加入させる取扱いとなっていた。｣と供述しているところ、同社Ｂ支

店に係るＦ健康保険組合の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申

立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   また、申立人は、元同僚の氏名を覚えていないことから、オンライン記

録により、申立期間にＡ社Ｂ支店管内に勤務した者で厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる複数の元同僚に確認したところ、申立人を覚えてい

る者はおらず、申立人の勤務実態及び当時の状況は確認できない。 

   さらに、Ａ社Ｂ支店は、平成 10 年 10 月に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、同支店の資料を保管している同社Ｅ支店は、｢申立人に

係る賃金台帳等は保存していない。｣としており、申立人の勤務実態及び

厚生年金保険料の控除の有無等を確認することができない。 



                      

  

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1872 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年２月 1 日から 54 年２月１日まで 

    私は、昭和 52 年２月 1 日から 54 年２月１日までＡ社に勤務したが、

その全期間の厚生年金保険の記録が空白になっていた。同期間を被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の証言により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務して

いたことは推認できる。 

   しかし、当該事業所の元役員は、「申立人はパートタイマーで、当時、

パートタイマーは社会保険（厚生年金保険、健康保険、雇用保険）に加入

させていなかった。」と供述しているところ、申立期間において、申立人

の雇用保険の加入記録は無い。 

   また、オンライン記録により、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において申立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に

欠番は無い。 

   さらに、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってお

り、事業主も既に死亡していること及び元同僚の所在が確認できないこと

から、申立期間当時の申立人の勤務実態及び当時の状況について具体的な

証言を得ることはできない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

千葉厚生年金 事案 1873 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年 11 月から 59 年 10 月まで 

    私は、昭和 57 年 11 月から 59 年 10 月までＡ区に所在するＢ社でＣ

（作業）のアルバイトをしていた。午前９時から午後５時まで正社員と

同じ勤務体制で働いており、日給 5,000 円の給与を週払いでもらってい

た。給与から厚生年金保険料が控除されていた記憶があり、申立期間が

未加入であるとする年金事務所の回答に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主から提出された申立期間当時の職員の配置図及び元同僚の証言に

より、申立人が申立期間においてＢ社にアルバイトとして勤務していたこ

とは確認できる。 

   しかし、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立

期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   また、事業主は、「本人の希望により厚生年金保険に加入させており、

アルバイトでも加入している者はいた。」と供述しているところ、オンラ

イン記録によると、当該事業所で申立期間当時にアルバイトであった者

19 人のうち 11 人は厚生年金保険に加入しているが、８人は加入していな

い。 

   さらに、申立人は昭和 55 年３月 24 日に国民年金に任意加入し、申立期

間中の 57 年 12 月 28 日に強制加入に種別変更し、その後も 60 年３月まで

申立期間を含め、国民年金保険料を納付している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 


